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電力需要の平準化と電力供給の安定化に関する検討について（その１） 

電力需要の平準化と電力供給の安定化に関する検討（その１では、ピーク抑制対策を 

中心とする。）に当たり、電力需要の状況、電力需要の平準化と電力供給の安定化に関する

取組みの現状、課題をそれぞれ整理した。 

１．電力需要の状況 

（１）月別の電力需要 

関西電力の 2010 年４月１日～2012 年２月 21 日の時間毎の電力需要から算定した月

別の平均電力需要は、年２回、８月と２月にピークがあり、概ね 1,600 万ｋＷ～2,200

万ｋＷの範囲にある（図１）。 

図１ 月別の平均電力需要 

資料：関西電力㈱資料から作成 

また、各月のピーク時の電力需要は、年２回、８月と２月にピークがあり、概ね2,000

万ｋＷ～3,100万ｋＷの範囲にある（図２）。 

図２ 各月のピーク時の電力需要 

資料：関西電力㈱資料から作成 

資料１-１ 
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（２）夏期の電力需要 

関西電力の2010年度及び2011年度の夏期（７～９月）における平均電力需要を時

間帯別に集計した結果をみると、午前中の上昇率が大きく、14時～16時頃にピークが

みられる（図３）。 

図３ 夏期における平均電力需要曲線 

資料：関西電力㈱資料から作成 

    また、2010 年度及び 2011 年度の夏期（７～９月）における電力需要の上位３日

の電力需要曲線の増減の傾向は、日毎に大きな差はみられない（図４）。 

図４ 夏期における電力需要曲線（上位３日） 

資料：関西電力㈱資料から作成 
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部門別でみると空調での使用比率が比較的高い業務で、ピーク時間帯に先鋭化する傾

向が強く、家庭では在宅率が高まる夕刻以降、全体の電力に占める割合も高くなる傾

向にある（図５）。

図５ 夏期のピーク発生日(平成22年8月19日)における電力需要曲線（推計値） 

※ 限られたサンプルデータをもとに、推計を重ねて作成したものであり、あくまで特定の日の需要

実態のイメージである。 

資料：関西電力㈱資料 
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主に工業地、商業地、住宅地における変電所の電力需要曲線の事例をみると、図５に

示す産業用、業務用、家庭用の電力需要曲線の傾向と概ね一致している（図６、図７）。

図６ 変電所における夏期の電力需要曲線の事例（１） 

資料：関西電力㈱資料 
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図７ 変電所における夏期の電力需要曲線の事例（２） 

資料：関西電力㈱資料 

電力需要のピーク時（14時頃）の用途別電力需要をみると、家庭（在宅世帯）では、エ

アコンが約58％を占めている（図８）。 

図８ 家庭（在宅世帯）の用途別電力需要（夏期、14時頃） 

資料：資源エネルギー庁推計 
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一般的なオフィスビルにおいては、日中（９～17時）に高い電力消費が続き、ピーク時

では、電力消費のうち、空調用電力が約48％、照明及びＯＡ機器（パソコン、コピー機等）

が約40％を占めている（図９）。 

図９ 一般的なオフィスビルにおける用途別電力需要（夏期、ピーク時） 

資料：資源エネルギー庁推計 

（３）冬期の電力需要 

関西電力の 2010 年度及び 2011 年度の冬期（12～２月、ただし、2011 年度は２月

21 日まで）における平均電力需要を時間帯別に集計した結果をみると、19 時頃と 10

時頃の２回ピークがみられるが、ピークは夏期に比べてなだらかである（図10）。 

図10 冬期における平均電力需要曲線 

資料：関西電力㈱資料から作成 
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    また、2010 年度及び 2011 年度の冬期（12～２月）における電力需要の上位３日

の電力需要曲線をみると、夏期と同様、増減の傾向は、日毎に大きな差はみられ  

ない（図11）。 

図11 冬期における電力需要曲線（上位３日） 

資料：関西電力㈱資料から作成 
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部門別でみると、家庭部門では、夏季のピークは夕刻以降にみられるのに対し、冬季

は早朝にもみられるという特徴がある（図12）。

図12 冬期のピーク発生日(平成23年2月14日)における電力需要曲線（推計値） 

※ 限られたサンプルデータをもとに、推計を重ねて作成したものであり、あくまで特定の日の需要

実態のイメージである。 

資料：関西電力㈱資料 
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家庭におけるピーク時（19時頃）の用途別電力需要をみると、電気による暖房を使用す

る家庭では、エアコンが約 30％、照明が約 13％、冷蔵庫が約 11％を占めており、空調の

割合が夏期に比べて小さくなっている（図13）。

図13 家庭の用途別電力需要（電気による暖房を使用する家庭（冬期、19時頃））

資料：資源エネルギー庁推計 

業務系のピーク時の用途別電力需要をみると、電気による暖房を中心とするオフィスビ

ルでは、空調が約28％、照明が約33％、ＯＡ機器が約21％を占めており、家庭と同様に、

空調の割合が夏期に比べて小さくなっている（図14）。

図14 業務系の用途別電力需要（電気による暖房を中心とするｵﾌｨｽﾋﾞﾙ（冬期、午前中））

資料：資源エネルギー庁推計 

（４）2011年度の節電実績 

（夏期） 

2011年度夏期の最大電力の推移は、2010年度夏期と比べて平均で120万ｋＷ程度減少

している。この傾向が高気温帯でも続いたとすると、猛暑時の想定需要3,138万ｋＷから

は約160万ｋＷ（約５％（家庭は約３％、業務は約５％、産業は約７％））の減少となる

（図15）。
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図15 2011年度夏期の最大電力の推移 

 資料：関西電力㈱資料 

また、関西電力の2011年７～９月の電力量実績は、前年比で家庭用は90.1％、商業

用は91.7％、産業用は97.3％であった（表１）。 

表１ 2011年７～９月の電力量実績 

（単位：千ｋＷｈ）

H22.7-9月 H23.7-9月 対前年比 

家庭用 11,956,307 10,773,110 90.1%

業務用 14,326,212 13,132,585 91.7%

産業用 15,428,927 15,018,426 97.3%

その他 446,279 419,557 94.0%

合計 42,157,724 39,343,679 93.3%

※ 「その他」は、公衆街路灯、農事用電力、その他電力など 

          資料：関西電力㈱資料から作成 

（冬期） 

2011年度冬期の最大電力の推移（18～19時）は、2010年度冬期と比べて平均で約120

万ｋＷ（約５％（家庭は約４％、業務は約５％、産業は約６％））減少している（図16）。
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図16 2011年度冬期の最大電力の推移（18～19時） 

 資料：関西電力㈱資料 

また、関西電力の2011年度１～２月の電力量実績は、前年比で家庭用は94.8％、商

業用は96.4％、産業用は96.8％であった（表２）。 

表２ 2011年度１～２月の電力量実績 

（単位：千ｋＷｈ）

  H23.1-2月 H24.1-2月 対前年比 

家庭用 9,686,964 9,181,765 94.8%

業務用 7,865,077 7,584,012 96.4%

産業用 9,179,599 8,881,693 96.8%

その他 307,920 296,994 96.5%

合計 27,039,560 25,944,465 96.0%

※ 「その他」は、公衆街路灯、農事用電力、その他電力など 

         資料：関西電力㈱資料から作成 

（５）電力需要の平準化と電力供給の安定化に関する取組み 

 （デマンドレスポンス（Demand Response）） 

   デマンドレスポンスとは、ピーク時にインセンティブを与えることにより需要家側

が電力の使用を抑制することを指し、おおまかにインセンティブベースと電気料金ベ

ースの２つに分けられる。2009年時点での北米におけるデマンドレスポンスの負荷抑

制ポテンシャルは、ピーク需要の約 7.6％に当たると試算されており、そのうちの約

９割がインセンティブベースである（表３）。 
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表３ デマンドレスポンスの概要 

概要 
負荷抑制ポテンシャルに占

める割合（北米の事例） 

インセンティブ 

ベース 

・電力会社、系統運用機関：需給調整

契約等に基づき、需給ひっ迫時に負

荷抑制を要請する。 

・需要家：負荷抑制に協力することに

より、報酬を得る。 

約８９％ 

電気料金ベース 

・電力会社：時間帯別料金（ＴＯＵ）、

ピーク時料金（ＣＰＰ）、リアルタ

イム料金（ＲＴＰ）を設定する。 

・需要家：自らの判断で負荷変動を

行う。 

約８％ 

資料：経済産業省資料から作成 

   国内事例としては、スマートメーター大規模導入効果実証実験事業（経済産業省）

において、平成21～23年度の３年間、東京電力、関西電力管内の家庭約900件を対象

に実証実験を実施している（表４）。 

表４ 時間帯別料金等によるピーク抑制効果 

ピーク抑制メニュー 
ピーク時間帯抑制率

（①との比較） 

①見える化のみ － 

②見える化＋ＴＯＵ（ピーク時間帯料金を通常の２倍に設

定） 
９．５％ 

③見える化＋ＣＰＰ（電力逼迫時(予想最高気温 33℃以上)

にピーク時間帯の料金を通常の３倍に設定） 
１２．４％ 

④見える化＋ＣＰＰ＋エアコン遠隔停止 １５．５％ 

資料：経済産業省資料から作成 

（自家発電設備の状況） 

  資源エネルギー庁が、2011年３月末現在で電気事業法届出対象の自家発電設備5,373

万ｋＷ（設備容量 1,000ｋＷ以上、非常用電源は対象外）の保有者に対し調査した結果

によると、174万ｋＷについて「余剰あるが売電不可」と回答している（図17）。 



－13－

図17 自家発電の用途

資料：「自家発設備の活用状況について」（2011年７月、資源エネルギー庁） 

 「余剰あるが売電不可」とした主な理由は、「燃料コストが高い」や「逆潮できないこと

などの系統制約」などとなっている（図18）。

図18 「余剰あるが売電不可」とした理由（火力発電設備）

資料：「自家発設備の活用状況について」（2011年７月、資源エネルギー庁） 

関西電力㈱資料によると、関西電力管内には、自家消費用途（売電なし）の自家発電設

備が約210万ｋＷ（大口約204万ｋＷ（約500軒）、小口約６万ｋＷ（約1,600軒））設置

されており、そのうち大口については、府域に約72万ｋＷ（約150軒）が設置されている。 

（電力自由化の検討状況） 

電力市場の自由化については、経済産業省の「電力システム改革専門委員会」で議論

されている。

電力システム改革の基本方針（案）（2012 年７月、電力システム改革専門委員会）に

よると、家庭等の小口小売部門についても、需要家が供給者や電源を選択できるよう、

小売全面自由化を実施するとされている。
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発送電分離については、送配電設備の所有権を電力会社に残し、運用は広域系統運用

機関）に委ねる「機能分離」と、送配電部門全体を別法人とする「法的分離」の２案が

示されている。

（参考１）電力小売市場の自由化のこれまでの経過

図19 電力小売市場の自由化のこれまでの経過

資料：電力システム改革専門委員会資料

（参考２）新電力（ＰＰＳ）の全体販売電力量に占めるシェアは、平成 23 年度で 3.56％

となっている（図20）。 

図20 新電力（ＰＰＳ）の全体販売電力量に占めるシェア 

資料：「電力調査統計 総需要速報概要」（資源エネルギー庁）から作成

（６）取組みの現状 

（節電対策の取組み） 

大阪府・大阪市、関西電力では、関西広域連合等と連携し、今夏の節電対策に取り組ん

でいる（表５～10）。 

（％） 
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表９ 関西電力の節電対策の取組み（法人） 

項目 内容 
平成23年夏期 

（実績） 
平成24年夏期※ 

訪問等の 

状況 

  お客さま(500ｋW以上)訪問 約7,000件 約7,000件 

お客さま(500ｋW未満)へのﾀﾞﾚｸﾄﾒｰﾙ送付 約11万件 約11万件 

  業界団体さまへの訪問 
産業用：89団体 

業務用：45団体 

産業用：74団体 

業務用：51団体 

随
時
調
整
契
約

瞬時調

整特約 

当社の供給設備の事故、予想外の需要の急

増による電力需給逼迫時に強制的、もしく

は当社からの通告で負荷を遮断すること

に対し電気料金を割引 

24件 約37万kW 24件 約36万kW 

通告調

整特約 

当社からの通告により、翌日に実施される

大幅な負荷抑制に対し電気料金を割引 
４件 約１万kW 105件 約５万kW 

随時調整契約の合計 28件 約38万kW 129件 約41万kW 

計
画
調
整
特
約

休日特

約 

休日の振替や新たな休日の設定など、１日

単位での負荷調整 

約 1,700件 

（対象：約7,000件）

約100万kW（注） 

約3,300件 

（対象：約7,000件）

約171万kW（注） 操業調

整特約 

プラントの補修や長期休日の設定など、週

単位での負荷調整 

ピーク

時間調

整特約 

空調機器の一部停止や自家発の発電増加

など月単位での負荷調整 

需
給
調
整

ﾃﾞﾏﾝﾄﾞｶ

ｯﾄﾌﾟﾗﾝ

（需給

調整特

約Ｓ）

最大需要電力が前年同月の最大需要電力

を下回る場合に、それに相当する電気料金

を割引 

約 61,000件 

（対象：約110,000件）
約53万kW（注） 

約76,900件 

（対象:約110,000
件） 

アグリゲ

ーター等

活用 

ＢＥＭＳアグリゲーターとの協業による

ピーク抑制 
－ 

（昨夏、昨冬 

未実施） 

18事業者より応募

あり 約820件  

約1.1万kW（注） 

ネガワッ

トプラン 

需給逼迫時にお客さま側で負荷を抑制し

ていただける電力（ネガワット）を入札

により募集 

－ 

（昨夏、昨冬 

未実施） 

14件の登録 

管外のお

客さまと

のネガワ

ット取引 

他電力、アグリゲーターにご協力をいた

だき、当社管外の大口のお客さまとネガ

ワット取引を実施し、これによって生じ

る他電力の供給余力を融通送電いただく

もの 

－ 

（昨夏、昨冬 

未実施） 

実施に向け、アグリ

ゲーターが管外の

お客さまと契約に

向けて協議中 

 ※平成24年夏期の実績については、７月３日現在 

資料：関西電力㈱資料 

（注）計画調整特約kWは, 

日毎の契約調整電力合計値の最大値 

（注）前年同月の最大需要電力と当月の最大需要電

力との差であり、結果としてご協力いただけた数値 

（注）応募段階の数値であり、 

 現在、契約に向けて調整中 
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表10 関西電力の節電対策の取組み（家庭） 

項目 内容 
平成23年夏季 

（実績） 
平成24年夏期※ 

個別ＰＲ

パンフレット 約54万部 ５月19日以降、順次、配布も

しくは設置中（期間中、昨年と

同程度の数量を予定） ポスター／店頭チラシ 
ポスター：約２万部 

店頭チラシ：約35万部 

全戸チラシ／検針票［裏面利

用］ 
約1,200万軒 約1,200万軒 

垂幕掲示（弊社事業所） ９箇所 28箇所 

街頭でのＰＲ 約250回 約340回（予定） 

はぴｅみる電の慫慂（検針Ｗ

ＥＢ） 
約8,300件 

申込受付：約85,700件 

（累計：約223,200件） 

新たな料

金メニュ

ーの設定 

「季時別電灯PS」の設定 

ﾋﾟｰｸ時間以外の時間帯へ負

荷移行を促進 

－ 

（昨夏、昨冬 未実施） 

加入件数：約5,700件 

＜参考＞ 

申込受付：約11,900件 

コンサル中：約 1,500件 

申込取消：約 4,700件 

節電イン

センティ

ブ施策 

平成24年７～９月分の電気

使用量の合計を、平成23年

同時期と比較し、削減率に応

じてＱＵＯカードを進呈。 

－ 

（昨夏、昨冬 未実施） 
 申込受付：約122,000件 

小学生節

電チャレ

ンジ 

小学校にてﾁｬﾚﾝｼﾞｼｰﾄを配

布。家庭での節電への取組み

を計画し、取組結果を事務局

に送付いただく。 

－ 

（昨夏未実施） 

（昨冬配布：約110万枚 

うち応募数：約6,100件）

７月６日以降小学校へ配布予

定 

（今夏配布予定：約110万枚）

  ※平成24年夏期の実績については、７月３日現在 

資料：関西電力㈱資料 

（これまでの節電実績） 

2012 年７月２日（月）～18 日（水）までの関西電力の最大電力と最高気温（大阪管

区気象台）の推移を2010年の同時期と比較したところ、最高気温は平均で0.3℃程度低

めで推移し、最大電力は平均で290万ｋＷ（12.0％）減少している（図21）。
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図21 2012年と2010年の最大電力と最高気温の推移 

 資料：関西電力㈱資料、気象庁資料から作成 

２．課題整理  

（電力需要の抑制） 

・電力需給のひっ迫が、今までの照明が過剰であったことなどを反省し、節電対策の取

組みの必要性を意識する契機となった。 

・これまでは、電力ピークに対応できる大きな発電設備容量を備える必要があったが、

ピーク需要を抑制することは、既存の発電設備を効率的に活用でき、再生可能エネル

ギーの普及拡大にもつながる取組みである。 

・種々の節電の取組みノウハウを分析し、定着させていく必要がある。 

・電力消費量全体の抑制は、ピーク抑制にも資することから、実施可能な対策を総合的

に検討していく必要がある。 

（自立・分散型電源の普及） 

・災害に強い社会づくりの観点からも、家庭での燃料電池、オフィスビルや工場での自

家発電（コージェネ等）など、エネルギー源を多様化し、自立・分散型電源の導入促

進を図っていく必要がある。 

・府では、今年度、休止中の事業用自家発電（コージェネ）の再稼動を支援するため、 

燃料費補助の事業を実施しているほか、温暖化防止条例対象事業者が自家発電を稼動

させることに伴うＣＯ２排出量増については、実績報告時に特例を設ける措置を講じ

ることとしているが、自家発電の更なる効果的な普及方策の検討が必要である。 

・なお、コージェネについては、熱負荷と電力負荷のバランスを十分考慮して導入を進

めていく必要がある。 

・地域の防災拠点としての機能も期待される公共施設におけるエネルギー創出の拡大に

(万 kW) (℃) 
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ついても検討する必要がある。 

・自立・分散型電源の普及に当たっては、系統との協調にも留意しつつ、面的な利用の

拡大を図っていく必要がある。 


